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研究成果の概要： 
 
 本研究は多くの難民が第一次庇護国で長期難民状態となっている状況をふまえ、特に長期的

難民が集中しているアフリカ難民受け入れ国に対する支援方法、及び難民保護の「負担分担」

に対する国際協力の可能性を多角的に検討した。アフリカに居住する難民および難民受け入れ

国のニーズと、ドナー諸国の動向という２つの側面から分析することにより、現在のアフリカ

における難民保護レジームの限界を明らかにし、今後の課題を提示した。 
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１．研究開始当初の背景 
 アフリカでは、帰還や第三国定住という選
択肢がないまま、5 年以上第一次庇護国に居
住する長期的難民状態に置かれる難民が増
加し、難民受け入れ国の負担は急増していた。
そのため、これまで比較的寛容に難民を受け
入れてきたアフリカ諸国も、難民の受け入れ
を拒否したり、難民の帰還を強行する政策を
とるケースもみられるようになった。他方、

難民発生件数の増大により、ドナーおよび国
連難民高等弁務官事務所（UNHCR）は「援
助疲れ」という問題に直面し、新たに対処す
る方策を模索する必要に迫られていた。これ
までの難民支援は、ケアとメンテナンスを中
心としたいわゆる救済型の支援であった。 
このような支援は、難民が長期にわたり滞在
し、受け入れ地域の住民との対立が顕在化す
るような状況ではうまく機能しないことは
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明らかであった。また救済型の支援は難民を
援助に依存させ、難民自身がもつキャパシテ
ィを十分に生かすことができない点なども
問題視されていた。 
 そこで、難民を開発の主体とし、難民のみ
でなく、地域の住民も開発援助の対象とし、
難民と地域住民の共栄共存を考慮し、長期的
な開発を視野にいれた難民および難民受け
入れ地域に住民に対する開発援助が提案さ
れるようになっていた。これをうけて、2003
年 UNHCR執行委員会では開発援助と難民保護
をリンクさせた開発志向の３つの支援策、難
民に対する開発援助（DAR）、難民と庇護国住
民の統合のための開発援助（DLI）、帰還・再
統合・復興・再建（4Rs）が提示された。４
Rs は紛争終了後、復興支援、平和構築の一環
として実施される場合が、多いのに対して、
DAR、DLI は数カ国でパイロット・プロジェク
トが実施されていた。今後の展開次第では、
難民支援政策の新たな方策となりうると期
待されていた。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の主な目的は、アフリカにける難民
開発援助の可能性と難民保護の「負担の分
担」に関する国際協力が検討することである。
本研究では、以下の点を特に留意して実施し
た。 

 
（1） 南部・東アフリカ地域で実施されて
いる難民開発援助（DAR）と難民の
庇護国社会への統合のための開発援
助（DLI）の現状を、UNHCRが「グ
ッド・プラクティス」と評価するザ
ンビアおよびウガンダの事例から把
握する。そしてこれらのプロジェク
トを難民のエンパーワメントとキャ
パシティ・ビルディングの点から評
価する。 

 
（2） 上記の事例から難民開発援助に対す
る国家、国際機関、NGOなどの役割
を分析し、国際協力の現状を分析す
る 

 
（3） （１）（２）の分析を包括的に検討し、
難民保護の「負担分担」と南北協力
という視点から新たなアフリカにお
ける「国際難民保護レジーム」への
関連性を検討する。 

 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、国際関係論、国際協力論、開
発援助論などのアプローチを導入し、下記の

ように難民支援問題を多角的に検討した。 
 
（１） ザンビア西部州で実施されていたザ
ンビア・イニシアティブ（ZI）の進
捗状況を調査し、これまでに進めら
れたプロジェクトに関して難民開発
援助関係者、裨益者などのステーク
ホルダーにインタビューを行なった。 

 
（２） ウガンダ西部のキリヤドンゴ、チャ
ングワリで実施されている難民開発
援助（DAR）の状況を調査し、これ
まで実施されたプロジェクトに関し
て難民開発援助関係者、難民、地域
住民などの裨益者にインタビューを
行なった。また、比較対照として、
DARが実施されていないウガンダ南
西南部のナキバレ難民定住地でも、
難民、地域住民、難民支援関係者に
対してインタビューを行い、現地の
状況を調査した。 

 
 
（３） UNHCR、デンマーク政府、日本政
府などの実務家にインタビューを行
い、支援を行なう経緯や現在の自己
評価などに関して聞き取り調査を行
なった。 

 
（４） 難民研究、とくに難民開発援助に関
しては、国際法、国内法、国際関係
論、国際安全保障論、開発援助論、
国際機構論、文化人類学、国際社会
学など様々な学問領域から学際的に
研究されることが必要である。その
ため、フィールド調査を踏まえ、当
該研究に関連した研究書等を精査す
るとともに、難民問題の研究者とも
ディスカションを行い、現在の難民
開発援助の問題と今後の難民研究の
あり方を考察した。 

 
上記のように、難民開発援助の現状を理解
するため、フィールド調査を重視し、難民受
け入れ国、難民開発援助ドナー国、難民支援
実施団体、および裨益者といった各アクター
のニーズと現状の支援に伴う問題を分析し
た。なお、インタビュー対象者はランダムに
選択し、クオリティブ・インタビューとなっ
た。インタビューでは主に英語が使用された
が、必要な場合には当方の質問を通訳が難民
の使用する母語に通訳する形でインタビュ
ーが行なわれた。 
 
４．研究成果 
 
本研究の主な成果は、以下のとおりである。 



（1） 難民開発援助の基盤となったコンベ
ンション・プラス・イニシアティブ
（CPI）の概念的基盤および実施体制
を明らかにした。特に CPIが上手く
機能しなかった背景として、①ドナ
ー側および難民受け入れ国側とのギ
ャップ、②高等弁務官自身の問題、
③UNHCR 自体の問題に起因するこ
とが挙げられる。 

     
（2） 難民開発援助の主要ドナーであるデ
ンマーク、日本および UNHCRの関
係者から聞き取り調査を行い、ドナ
ーが難民開発援助を支援する政治、
経済的動機を分析した。特に難民開
発援助主要ドナーであるデンマーク
が支援する要因として、①難民問題
の政治化、②デンマーク特有の援助
実施体制という国内的要因が密接に
絡んでいることが明らかになった。 

 
（3） 難民開発援助が実施されたザンビア
およびウガンダの事例から現在の難
民開発援助の実態と問題点を提示し
た。 
主要な問題としては、難民開発援助
を行なう場合の難民受け入れ国とド
ナー諸国・ドナー機関とのギャップ
である。双方の認識、アプローチ、
目標の相違を克服する方策を考える
必要がある。 
 

（4） 上記の点から、難民保護の「負担の
分担」をレジームとして形成する上
での問題点と今後の課題を考察した。
特に難民保護レジームにおいて、庇
護に関するサブ・レジームは存在す
るものの、「負担分担」に関するサ
ブ・レジームは弱い。しかしアフリ
カにおける難民保護レジームを許可
するには「負担分担」サブ・レジー
ムの構築が不可欠である。だが、レ
ジーム形成にイシニアティブをとる
強力なリード国が存在せず、難民開
発援助に積極的に関与する国も少な
い。 

 
（5） ウガンダの難民支援の現場で行った
調査を元に、教材用の DVDを日本語
版、英語版で作成した。当 DVDの英
語版は UNHCR、ウガンダ政府関係
者、難民問題研究者、デンマーク政
府関係者へも配布した。これにより
現状のフィードバックが行なえると
ともに、調査時の貴重なデータとし
て保存できるため、今後の研究にも
有意義なものとなると思われる。 

なお、本研究を開始したときは、ルパー
ト・ルベルス難民高等弁務官の下で、CPI は
積極的に推進され、難民開発援助は難民問題
の恒久的解決策として注目され、ドナーも積
極的に関与した。しかし、2005 年にルベルス
氏が辞任し、CPI としての難民開発援助は中
止することになってしまった。難民開発援助
はもともと長期的な視点から支援を行なう
ことが想定されているため、短期間でプロジ
ェクトが終了してしまったため、包括的な評
価ができなくなってしまったことを付記し
ておく。また、このことにより、「負担分担」
という視点からアフリカにおける難民保護
レジームの形成を理論的に考察することに
関しては限界に直面することになった。ただ
し、このような問題は、既に難民開発援助に
関して議論がおこなわれた 1980 年代にもみ
られた問題である。 
本研究は難民支援の現場で実施されてい
る政策の転換によって、サブ・レジーム形成
を分析するよりも、むしろ、サブ・レジーム
が形成されなかった要因を分析することに
なった。しかし、形成されなかった要因を明
らかにすることも、今後のレジーム形成を考
察するための一助になるとは思われる。 
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